
明
治
二
十
五
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三
月
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一
日
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（
行
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関
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休
日
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〇
財
務
省
令
第
七
十
四
号

財
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
五
号
）
第

二
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
財
務
省
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
日財

務
大
臣

安
住

淳

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

財
務
省
組
織
規
則
（
平
成
十
三
年
財
務
省
令
第
一
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
九
松
任
の
項
中
「
石
川
郡
」
を
「
野
々
市
市
」

に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
一
日
か
ら
施

行
す
る
。

〇
環
境
省
令
第
三
十
号

環
境
省
組
織
令（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
五
十
六
号
）

第
四
十
二
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
環
境
調
査
研
修

所
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
日環

境
大
臣

細
野

志

環
境
調
査
研
修
所
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

環
境
調
査
研
修
所
組
織
規
則
（
平
成
十
五
年
環
境
省
令

第
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
条
第
二
項
を
削
除
す
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
外
務
省
告
示
第
三
百
六
十
五
号

次
の
一
般
旅
券
は
、
虚
偽
申
請
に
よ
り
不
正
に
取
得
さ

れ
た
も
の
で
あ
り
、
無
効
な
旅
券
で
あ
る
。

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
日外

務
大
臣

玄
葉
光
一
郎

旅
券
番
号

発
行
年
月
日
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7
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6
1
6
2
1

2
0
1
0年

1
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2
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7
0
2
4
3
9
6

2
0
1
0年
８
月
1
2日
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〔
省

令
〕

〇
財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
財
務
七
四
）

J

〇
環
境
調
査
研
修
所
組
織
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
環
境
三
〇
）

〔
告

示
〕

〇
不
正
取
得
さ
れ
た
無
効
旅
券
の
告
示

（
外
務
三
六
五
）

J

〇
千
九
百
七
十
三
年
の
船
舶
に
よ
る
汚
染
の

防
止
の
た
め
の
国
際
条
約
に
関
す
る
千
九

百
七
十
八
年
の
議
定
書
に
よ
っ
て
修
正
さ

れ
た
同
条
約
を
改
正
す
る
千
九
百
九
十
七

年
の
議
定
書
へ
の
マ
ル
タ
共
和
国
等
の
加

入
に
関
す
る
件
（
同
三
六
六
）

K

〇
ス
リ
ラ
ン
カ
民
主
社
会
主
義
共
和
国
に
お

け
る
「
北
部
州
紛
争
影
響
地
域
和
解
・
再

統
合
支
援
計
画
」
の
た
め
の
贈
与
に
関
す

る
日
本
国
政
府
と
国
際
移
住
機
関
と
の
間

の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件（
同
三
六
七
）

〇
著
作
権
法
第
三
十
七
条
第
三
項
の
視
覚
障

害
者
等
の
た
め
の
複
製
又
は
自
動
公
衆
送

信
が
認
め
ら
れ
る
者
の
指
定
の
件

（
文
化
庁
六
一
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁無

縁
墳
墓
等
改
葬
関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
会
社
更
生
、

再
生
関
係

特
殊
法
人
等

厚
生
年
金
基
金
解
散
・
清
算
人
就
任
、
企

業
年
金
基
金
設
立
関
係

K
R

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

L
I

会
社
そ
の
他

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
二
二
三
五
〜
二
二
四
五
）

K

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
二
二
四
六
〜
二
二
五
〇
）

M

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
二
二
五
一
〜
二
二
五
三
）

〇
種
苗
法
第
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ

き
品
種
登
録
出
願
を
取
り
下
げ
た
件

（
同
二
二
五
四
）

N

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
一
一
一
〇
）

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則
第
三
十
七
条
の
十
五

第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
海
洋
汚
染
防

止
設
備
及
び
大
気
汚
染
防
止
検
査
対
象
設

備
型
式
承
認
規
則
第
十
一
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
き
、
型
式
を
失
効
し
た
件

（
同
一
一
一
一
）

〇
船
舶
等
型
式
承
認
規
則
第
八
条
の
規
定
に

基
づ
き
、
型
式
の
変
更
を
承
認
し
た
件

（
同
一
一
一
二
）

〇
気
象
庁
予
報
警
報
規
程
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
気
象
庁
一
四
）

O

〇
水
路
測
量
の
実
施
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
二
四
五
）

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
同
二
四
六
〜
二
五
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
東
北
地
方
整
備
局
一
七
五
〜
一
七
八
）

Q

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
九
八
、
九
九
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
六
一
）

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
人
事
異
動
〕

法
務
省

最
高
裁
判
所

R

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

R

〔
皇
室
事
項
〕

J
I

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
宮
城
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
二
、
神
奈
川

同
七
、
岡
山
同
二
）

J
I

〔
資

料
〕

閣
議
決
定
等
事
項

J
I

˜
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